
京都市都市計画局
フレックス工期による契約方式

に係る事務取扱要領

令和７年４月

1要領-



１ 目的
本要領は、京都市都市計画局が発注する営繕工事に、フレックス工期による契約方式を導入することにより、受注者

の資材・人材確保を容易にし、工事の円滑な進行を図ることを目的とします。

２ 概要
フレックス工期方式とは、発注者が工期の開始時期を指定するか、または受注者が所定期間内に開始時期を選択で

きる契約方式です。本要領では、この方式の運用に関する必要な事項を定めます。

３ 対象工事
本方式は、入札公告または設計図書において「フレックス工期適用工事」と明示された工事のみに適用されます。

４ 発注方式
(1) 発注者が工期の始期又は工期の始期予定日を指定する方式（以下「発注者指定方式」という。）

工期の始期又は工期の始期予定日を発注者が指定

発注前：

余裕期間（決定） 工期契約後：
工期の期間は変更できない

発注者が設定した範囲内で工期の始期を受注者が指定

（２） 発注者が示した工事着手期限までの間で、受注者が工期の始期を選択する方式（以下「任意着手方式」という。)

契約期間

余裕期間 工期

５ 余裕期間について
余裕期間の長さは、契約期間の３０％を超えず、かつ４カ月を超えない範囲内とします。

余裕期間（予定） 工期

契約予定日
の翌日

契約期間の３０％を超えず、かつ４カ月を超えない範囲で余裕期間を発注者が設定（両方式共）

工事着手期限（余裕期間の終期）
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【任意着手方式】

【発注者指定方式】

６ 運用等

工期を「着工命令の日から●●ヵ月間以内」とした場合、予め設計図書に「着工命令の予定日」（以下「予定日」という。）を記
載し、予定日の前日までに着工命令の日（工期の始期）を記載した着工命令書を受注者に交付して余裕期間を確定します。
なお、着工命令の日が予定日を超える場合においても、契約日の翌日を起算日として、契約期間の３０％を超えず、かつ４
カ月を超えない範囲で着工命令の日を指定しなければなりません。

発注前：

余裕期間（決定）契約後：

余裕期間（予定・確定）

余裕期間（予定）

受注者は契約日の翌日から１０日以内に、工期の始期を定め、着工日通知書により発注者に通知してください。

工期

工期

工期

契約日の翌日
▼

余裕期間 工期仮契約期間

契約期間

入札期間

開札日
▼

工期の始期までの期間、当該工事現場の管理は発注者の責任において行うものとします。

工期の始期までの期間、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、
工事に着手してはなりません。

工事着手以外の工事のための準備は、受注者の裁量で行うことができます。
（受注者の責により行う）
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これらの期間は、発注者と受注者の間で書面等により明確にした場合に限って、
主任技術者又は監理技術者の工事現場での専任を要しない。

7 監理技術者等の配置及び専任について

余裕期間 工期仮契約期間

発注者は工期の始期までの期間、監理技術者等及び現場代理人を
配置すること求めない。

入札期間

開札日
▼

受注者は契約日の翌日から土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、工事実績情報システム（コリンズ）
の登録申請を行う。

現場作業

※ 監理技術者等の配置要件は、建設業法及び入札公告等による。

●現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機
材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）

工期末
▼

契約日の翌日
▼

●工事を全面的に中止している期間、工場製作のみで現場が稼働していない期間

●工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続
後、後片付け等のみが残っている期間。なお、検査が終了した日は、発注者が工事の完成
を確認した旨を受注者に通知した日とする。

監理技術者等を配置する期間

現場作業
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8 運用等

(1) 発注者は、前払金の請求時期を入札公告又は契約図書その他書面により、入札参加者に知らせること

(２) 特記仕様書記載例

● 本工事は、契約日の翌日から工期の始期までの期間を「余裕期間」とする「フレックス工期適用工事」であり、
「都市計画局フレックス工期による契約方式に係る事務取扱要領」に基づいて工事を実施する。

● 上記要領に定める発注方式に関し、本工事では「＊＊＊＊方式」とする。

● 契約日の翌日から工期の始期の間については、主任技術者又は監理技術者の配置を要しない。

● 余裕期間内は、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手してはならない。なお、余裕
期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。

【発注者指定方式の場合】 ※発注者は①又は②のいずれかを選択する。
① 工 期：令和●●年●●月●●日から令和▲▲年▲▲月▲▲日まで

余裕期間：契約日の翌日から令和■■年■■月■■日まで

② 工 期：着工命令の日から●●ヵ月間以内
（着工命令の予定日は令和▲▲年▲▲月▲▲日）

余裕期間：契約日の翌日から着工命令の日の前日まで

なお、低入札価格調査等により、上記の工期の始期以降に契約締結となった場合には、余裕期間は適用しない。

【任意着手方式の場合】
工 期：着工日通知の日から●●ヵ月間以内

但し、令和●●年●●月●●日（工事着手期限）までに工事を開始すること
余裕期間：契約日の翌日から着工日通知の日の前日まで

（又は、令和▲▲年▲▲月▲▲日から着工日通知の日まで）

なお、低入札価格調査等により、上記の工事着手期限以降に契約締結となった場合には、余裕期間は適用しない。

工期の記載例
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